
（別紙１）

調　査　概　要

１．調査内容

２．調査成果

建設副産物排出量の傾向分析業務

　平成７、１２、１４、１７、２０年度に実施した建設副産物実態調査結果を
利用して、建設副産物排出量の傾向を分析することにより、品目ごとに既往の
排出傾向を示す式（以下「排出傾向式」）を作成する。

　工事区分別、対象品目別に排出傾向に影響がある指標を用いて、排出傾向式
を作成し、その精度確認を実施した。
　その結果、下表のとおり、工事区分、対象品目ごとに、一定のカバー率を確
保して、実績と計算値との差異が１０％未満の精度で算出可能な式を作成し
た。

工事区分別品目別の排出傾向式

３．活用方法

４．担当連絡先

　建設副産物の需給動向を把握する際の執務参考資料として活用してもらうた
め、平成22年４月28日に検討成果の概要を各地方整備局、地方公共団体、建
設副産物の中間処理業者及び排出事業者等の関係者に送付。

　国土交通省　総合政策局　事業総括調整官室
　TEL（03）5253-8111（内線24-553）

   排出傾向式中の変数等の単位： Z：千トン、人口：千人、新設（工事割合）：%、世帯：世帯、GDP：億円 
 
 
※ 精度は、排出傾向式により算出された計算結果と実績（平成7年度、平成１２年度、平成１４年度、平

成１７年度、平成２０年度）との差異の単純平均値（各年度実績と計算値との差異が10％未満のものに限

る。） 
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